[image: ]

業務委託基本契約書（委託者側）	Comment by PCPL: 典型的にはサービスの開発請負や、エンジニアに対する準委任を想定していますが、なるべくそれ以外にも使えるようにできるだけ汎用的な表現を使うようにしています。
また、なるべくボリュームが少なくなるようにドラフトしています。
なお、改正民法には対応していません。

●（以下「委託者」という。）と●（以下「受託者」という。）とは、委託者が受託者に委託する業務に関し、本契約末尾の日付において、以下のとおり業務委託基本契約書（以下「本契約」という。）を締結する。	Comment by PCPL: 甲乙だと両者を間違えて記載しやすいので、「委託者」としています。「委託者」と「受託者」でもまだ分かり難いということであれば、「委託者」を、自社を示す略称（当事務所であれば「PCPL」）に置き換えることが考えられます。

第1条 （定義）
本契約中に用いられる以下の用語は、以下の意味を有するものとする。
(1) 「個人情報」とは、個人情報の保護に関する法律に定める個人情報をいう。
(2) 「知的財産権」とは、特許権、実用新案権、意匠権、商標権（これらを受ける権利を含む。）、著作権、ノウハウ、営業秘密、その他のあらゆる知的財産権を意味する。
(3) 「納入物」とは、受託者が委託者に納入すべきものとして、個別契約に定めるものをいう。
(4) 「本件業務」とは、本契約に基づいて委託者が受託者に委託する業務を意味し、具体的な業務の内容は個別契約で定められるものとする。

第2条 （個別契約）
１　具体的な業務の委託に必要な事項は、本契約に定めるものを除き、個別契約において別途定めるものとする。
２　個別契約は、委託者が受託者に対し、注文書の送付、注文内容の電子メールによる送信その他の方法により注文内容を受託者に明示し、受託者がこれを承諾することにより成立する。但し、委託者と受託者の合意により、個別契約書を別途締結するなどの他の方法により個別契約を締結することを妨げるものではない。
３　個別契約の内容が本契約と異なる場合には、個別契約の定めが優先するものとする。

第3条 （再委託）
１　受託者は、委託者の承諾を得た場合に限り、本件業務の全部または一部を第三者に再委託することができる。	Comment by PCPL: 契約書で承諾を要求する場合、「書面による承諾」まで必要とするケースもあります。差し当たり簡便さを重視して、全体的に書面までは要求していませんが、自社にとって重要な事項である場合には、書面を要求する内容としておくことも考えられます。
２　受託者は、前項の承諾に基づいて第三者に本件業務の全部または一部を委託する場合であっても、当該再委託先の行為について一切の責任を負うものとする。

第4条 （業務従事者）
１　受託者は、個別契約が締結された場合、当該個別契約に基づく本件業務の遂行を行う従業者（以下「業務従事者」という。）を選定する。かかる業務従事者は、本件業務を履行するために必要な知識及び技能を有している者でなくてはならないものとする。
２　受託者は、労働基準法その他の法令に基づいて、業務従事者に対する雇用主としての一切の責任を負うとともに、業務従事者に対する本件業務遂行に関する指示、労務管理、安全衛生管理等に関する一切の指揮命令を行うものとし、委託者は、これらの事項について一切の責任を負わないものとする。	Comment by PCPL: このように記載した場合でも、実際に業務従事者に委託者から指揮命令を行っているような場合には、いわゆる偽装請負の問題が生ずるので、運用上も留意する必要があります。
３　受託者は、業務従事者が委託者の事業所等に立ち入るにあたり、当該事業所等において適用される諸規則を当該業務従事者に遵守させるものとする。
４	受託者は、自らの故意又は過失の有無にかかわらず、業務従事者の行為について一切の責任を負うものとする。

第5条 （報告）
委託者は、受託者に本件業務の進捗状況その他の本件業務に関する事項についての報告を求めることができるものとし、受託者は、委託者の求めに応じて報告しなければならない。

第6条 （納入）
受託者は、個別契約に定める納入期日までに、納入物を個別契約に定める方法で納入する。

第7条 （検収）
１　委託者は、納入物を受領後、個別契約に定める検査期間内に、納入物の検査を行うものとする。
２　委託者は、納入物が前項の検査に適合する場合、受託者にその旨の通知を行うものとする。また、委託者は、前項の検査に合格しないと判断する場合、受託者に対し、検査に合格しない理由を通知し、修補その他の必要な措置（以下「修補等」という。）を求めることができる。
３　受託者は、前項の合格しない旨の通知を受けた場合には、速やかに修補等を行うものとし、この場合委託者は、再度検査を行うものとする。
４　受託者が修補等を行った後の手続は、第２項及び第３項を適用するものとし、それ以降検査に合格しなかった場合も同様する。
５　本条所定の検査が合格したことをもって、納入物の検収完了とする。
６　本条の規定は、委託者が本契約に定める解除権を行使することを妨げるものではない。

第8条 （瑕疵担保責任）
[bookmark: _Hlk515823061]１　検収完了後に納入物に瑕疵が発見された場合、委託者は、納入物の納入から1年以内に受託者に通知することにより、受託者に対して、当該瑕疵の修補等を求めることができる。また、委託者は、当該瑕疵により自らが損害を被った場合、その損害の賠償を受託者に請求できるものとする。
２　委託者は、前項の瑕疵により個別契約の目的が達成できないと委託者が判断した場合、当該個別契約を解除することができるものとする。本項の解除は、前項に基づく損害賠償請求を妨げるものではない。

第9条 （納入物の所有権等）	Comment by PCPL: 有体物がある場合には重要な規定ですが、スタートアップ・ベンチャーの場合にはソフトウェア等無体物の場合が多いと思いますので、簡易な規定としています。
１	納入物の所有権は、検収完了時点で受託者から委託者へと移転する。
[bookmark: _Hlk515823184]２	納入物の危険負担は、検収完了前は受託者が、検収完了後は委託者がそれぞれ負担する。

第10条 （納入物の定めのない場合）
第６条から第９条までの規定は、納入物の定めのない個別契約には適用されないものとする。

第11条 （委託料及び費用）
１	本件業務の対価として支払われる委託料の金額、支払方法、支払時期等は、個別契約において定めるものとする。
２	個別契約に別段の定めがない限り、本件業務の遂行のために発生する費用は前項の委託料に含まれるものとし、受託者は、別途費用を請求することはできないものとする。

第12条 （知的財産権）	Comment by PCPL: 差し当たり知的財産権は全て委託者に帰属する内容としています。
１	納入物に含まれる知的財産権（著作権法第２７条及び第２８条に定める権利を含む。以下、本項において同じ。）その他の本件業務に関連して発生した一切の知的財産権は、発生と同時に委託者に帰属するものとする。かかる知的財産権の対価は、前条の委託料に含まれるものとする。	Comment by PCPL: 著作権法第61条第2項が「著作権を譲渡する契約において、第二十七条又は第二十八条に規定する権利が譲渡の目的として特掲されていないときは、これらの権利は、譲渡した者に留保されたものと推定する。」と定めており、左記の規定がないと受託者にこれらの権利が留保されることが推定されてしまうため、記載しています。
２	受託者は、前項に基づいて委託者に権利が帰属する著作物について、著作者人格権を行使してはならないものとする。	Comment by PCPL: 著作権法第59条は「著作者人格権は、著作者の一身に専属し、譲渡することができない。」と定めており、著作者人格権は受託者から移転してもらうことができないため、左記の規定を定めています。

第13条 （誓約事項）
受託者は、受託者が本件業務を遂行するにあたって、第三者の権利侵害を行わないこと及び法令違反となる行為を行わないことを誓約するものとする。

第14条 （秘密保持）
１	受託者は、本契約及び個別契約に関連して委託者から提供された情報及び本契約及び個別契約の履行に関連して知得した委託者に関する一切の情報（個人情報を含み、以下総称して「秘密情報」という。）について、委託者の承諾なく、本契約及び個別契約の目的以外に使用してはならず、第三者に開示及び漏洩してはならないものとする。
２	前項の規定にかかわらず、以下の情報は、秘密情報に含まれないものとする。但し、個人情報については、以下に該当する場合であっても秘密情報に含まれるものとする。
(1) 受託者が開示を受けた時点又は知った時点において公知であった情報
(2) 受託者が開示を受けた後又は知った後、受託者の責めに帰すべき事由によらずして公知となった情報
(3) 開示を受けた時点又は知った時点において受託者が既に知得していた情報
(4) 受託者が正当な権限を有する第三者から知得した情報
(5) 委託者の秘密情報によらずして、創作、開発等した情報
３	受託者は、個人情報を適切に管理するために必要な一切の措置をとるものとする。受託者は、委託者から個人情報の管理状況について報告を求められた場合には報告を行うものとし、また、委託者は、委託者が必要と認めた場合には、受託者の事業所に立ち入り、個人情報の管理状況を検査することができるものとする。個人情報の管理について、別途委託者と受託者の間で合意が成立した場合には、当該合意に従うものとする。	Comment by PCPL: 個人情報保護法第22条は、「個人情報取扱事業者は、個人データの取扱いの全部又は一部を委託する場合は、その取扱いを委託された個人データの安全管理が図られるよう、委託を受けた者に対する必要かつ適切な監督を行わなければならない。」と定めており、個人情報保護法ガイドライン（通則編）ではこれを踏まえて、具体的な監督の内容として、（1）適切な委託先の選定、（2）委託契約の締結、（3）委託先における個人データ取扱状況の把握を行うことを定めています。
さしあたり簡易な規定としておりますが、個人情報の取り扱いが重要な案件においては、別途覚書等でこの点を詳細に定めるケースもあるため、最後の一文を規定しています。
４	受託者は、本契約が終了した場合又は委託者から請求があった場合、委託者の秘密情報及び秘密情報に関する一切の書類、資料およびその複製品に関し、その指示に従い返却又は破棄するものとする。

第15条 （有効期間）
１	本契約の有効期間は、本契約の締結日から●とする。但し、本契約の有効期間が満了する●日前までにいずれの当事者からも本契約を終了させる旨の通知がなされなかった場合、本契約は、同一の条件でさらに●延長されるものとし、以下も同様とする。	Comment by PCPL: 6ヶ月、1年等の期間を入れる想定です。
２	前項の有効期間の満了その他の事由により本契約が終了した場合であっても、その終了事由を問わず、既に成立している個別契約は有効に存続するものとし、当該個別契約に対し本契約が適用されるものとする。

第16条 （解除）
１　本契約の当事者は、相手方に以下の各号の一に該当したときは、直ちに書面にて通知することにより、本契約及び個別契約の全部または一部を解除することができる。但し、第２号については、受託者がこれに該当した場合において、委託者のみが解除することができるものとする。
(1) 相手方が本契約及び個別契約のいずれかの条項に違反し、当該違反について催告をしたにもかかわらず、相当期間内にこれを是正しないとき
(2) 納入物が第７条に定める検査に合格せず、修補等の見込みがないと委託者が判断した場合
(3) 差押、仮差押、仮処分、租税延滞処分、その他公権力の処分を受けたとき
(4) 破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、または特別清算開始の申立が行われたとき
(5) 解散（合併の場合を除く。）あるいは事業の全部を譲渡し、またはその決議がなされたとき
(6) 自ら振り出しもしくは引き受けた手形または小切手が不渡りとなる等支払停止状態に至ったとき
(7) 監督官庁から営業停止、または営業免許もしくは営業登録の取消しの処分を受けたとき
(8) 前各号の他、本契約を継続しがたい重大な事由が生じたとき
２　委託者は、●前までに受託者に通知することにより、本契約及び個別契約の全部または一部を解除することができる。委託者は、かかる解除により受託者に発生した損害について一切の責任を負わないものとする。	Comment by PCPL: 不平等な内容ではありますが、発注側としては思うような業務を提供してくれない場合には途中でも契約を切りたい場合が多いと思いますし、反対に途中で契約を切られると困ることも多いと考え、第2項で自由に解除できる旨を、第3項で相手方からは自由に解除できない旨を定めています。一般的にお金を払う側の方が有利な立場となることが多いので、それも踏まえてひな形としては左記の内容としています。
但し、相手方から平等な内容とすることを求められる場合もあると思われますので、その場合の方針は予め考えておいた方がよいと思います。
３　受託者は、本契約に定めがある場合を除き、本契約及び個別契約を解除することはできないものとする。

第17条 （反社会勢力の排除）	Comment by PCPL: IPO審査において、反社対策をちゃんと行っているかチェックされ、その一環として契約書において反社条項が定められているかを確認されますので、しっかり規定しておきましょう。たまに相手方にのみ表明保証等させるなどの義務を負わせている契約も見受けられますが、無駄なやり取り（平等な内容にするための修正を加えられる）が発生する場合が多いので、個人的には当初から平等な内容としておいてよいのではないかと考えます。
１	本契約の当事者は、相手方に対し、次の各号に該当しないことを表明保証し、将来にわたり該当しないことを誓約する。 
(1) 自ら並びにその親会社、子会社、関連会社、役員及び重要な従業員が、暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力 団関係企業、総会屋、社会運動標ぼうゴロ、政治活動標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団その他これらに準ずるもの （以下総称して「反社会的勢力」という。）であること。 
(2) 自ら並びにその親会社、子会社、関連会社、役員及び重要な従業員が反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係 を有すること。 
(3) 前二号に該当しなくなったときから ５ 年を経過していないこと。 
(4) 自ら又は第三者を利用して、相手方に対し、次に掲げる行為又はこれに準ずる行為を行うこと。 
(1) 暴力的な要求行為 
(2) 法的な責任を超えた不当な要求行為 
(3) 取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 
(4) 風説を流布し、偽計を用い又は威力を用いて、相手方の信用を毀損し、又は相手方の業務を妨害する行為 
２ 	本契約の当事者は、相手方が前項に違反した場合、本契約及び個別契約の全部または一部を解除することができる。 
３ 	前項に基づき本契約及び個別契約を解除した本契約の当事者は相手方に対し、当該解除により相手方に生じたいかなる損害についても責任を負わないものとする。

第18条 （存続条項）	Comment by PCPL: 契約には契約の有効期間中に限り有効に存続する規定と契約終了後も存続する規定の二種類があるところ、個々の規定がどちらに分類されるのかを明確にするための規定です。法的に記載が必須なわけではありませんが、解釈で揉めたくない場合には規定しておいた方がベターです。
本契約が終了した場合でも、第３条第２項、第４条第２項及び第４項、第８条、第１２条、第１４条、第１５条第２項、第１６条第２項、第１７条第３項、並びに本条から第２１条までの規定は、有効に存続するものとする。

第19条 （損害賠償）
[bookmark: _GoBack]受託者は、本件業務を履行するにあたって委託者に損害を与えた場合及び本契約に違反して委託者に損害を与えた場合には、委託者に発生した一切の損害（逸失利益、特別損害及び間接損害を含むがこれに限られない。）を賠償しなければならないものとする。

第20条 （権利義務の譲渡の禁止）
本契約の当事者は、相手方の書面による事前の承諾がなければ、本契約に基づく自己の権利または義務を第三者に対して譲渡もしくは承継させ、または担保に供することができない。

第21条 （準拠法及び裁判管轄）
１　本契約の解釈および適用にあたっては、日本法が適用される。
２　本契約に関する一切の紛争については、東京地方裁判所を第一審専属的合意管轄裁判所とする。


本契約の締結を証するため、本契約書を２通作成し、委託者受託者それぞれ１通を保管するものとする。

　　年　　月　　日


委託者：



受託者：



業務委託個別契約書	Comment by PCPL: 下請法が適用される場合、一定の事項を記載している書面（3条書面）を直ちに下請事業者（受託者）に交付しなければなりませんが、本個別契約はかかる書面も兼ねることを想定しています。
下請法は、資本金の額を基準として規制対象となるかを決定する法律であるところ、ベンチャーの場合には規模としてはそれほど大きくなくとも、資金調達した結果資本金が大きくなってしまうケースもあるため、下請法はケアしておきたいです。
下請法については、毎年改訂される「下請取引適正化推進講習会テキスト」を読んでおくのがよいと思います。
●（以下「委託者」という。）と●（以下「受託者」という。）とは、委託者と受託者間で締結された●年●月●日付「業務委託基本契約書」（以下「原契約」という。）に基づき、本契約末尾の日付において、以下のとおり業務委託契約書（以下「本契約」という。）を締結する。

第1条 （原契約との関係）
本契約は、原契約第２条に定める個別契約として締結されるものとし、本契約に別段の定めがない限り、原契約の内容が適用されるものとする。	Comment by PCPL: サンプルとして契約書の書式で作成していますが、基本契約第2条に記載のあるとおり、これと同じ内容を記載した発注書を交付し、それに対して請書を出してもらうような形でも問題ありません。

第2条 （業務内容）
本契約に基づき委託される本件業務の詳細は以下のとおりとする。
(1) 業務内容：●
(2) 納入物：●
(3) 納入期日：●
(4) 納入方法：●
(5) 検査期間：●

第3条 （委託料）
前条に定める本件業務の対価としての委託料は、●円（税込）とする。委託者は、当該委託料を、受託者が指定する銀行口座に振り込む方法により、●までに支払うものとする。振込手数料その他支払に関し発生する費用は、受託者が負担するものとする。

第4条 （有効期間）
本契約の有効期間は、●とする。

第5条 （特約事項）
●	Comment by PCPL: 原契約と異なる事項を定める場合にここに規定する想定です。



本契約の締結を証するため、本契約書を２通作成し、委託者受託者それぞれ１通を保管するものとする。

　　年　　月　　日

委託者：


受託者：



本ひな形はプロコミットパートナーズ法律事務所（https://pcpl.jp/ ）が作成したものです。
転載は自由ですが、必ず当事務所が作成したものであることと、上記のURLを明記していただくようお願いいたします。
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